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　　指導室長　　中　川　修　一　　　　新しい学校づくり担当課長　　浅　賀　俊　之

　　学校地域連携担当課長　　中　島　　　実　　　　中央図書館長　　近　藤　直　樹

署　名　委　員

　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前１０時００分　開会

委　員　長　　本日は、５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２３年第３回の教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、茂木次長、矢嶋庶務課長、林学務課長、有馬生涯学習課長、中川指導室長、浅賀新しい学校づくり担当課長、中島学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長の、以上８名でございます。

○署名委員の指名
委　員　長　　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により今井委員にお願いいたします。

　本日の委員会は２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○議事

日程第一　議案第１号　意見の聴取について

　　　　　１　平成２３年度東京都板橋区一般会計予算

　　　　　２　平成２２年度東京都板橋区一般会計補正予算（第３号）

　　　　　３　東京都板橋区職員定数条例の一部を改正する条例

　　　　　４　幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を

　　　　　　　改正する条例

　　　　　５　幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

　　　　　６　幼稚園教育職員の給与に関する特別措置に関する条例の一部を改

　　　　　　　正する条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（庶務課）

委　員　長　　それでは、議事に入ります。日程第一　議案第１号「意見の聴取について」、庶務課長から説明してください。

庶務課長　　まず、議案第１号、１「平成２３年度東京都板橋区予算」でございます。

　次の区議会定例会に議案として提出するものについての意見の聴取ということで、教育委員会に寄せられているものでございます。

平成２３年度の当初予算については、前回の教育委員会のときにプレス発表の資料を用いて簡単に説明をさせていただいておりますけれども、ちょっと教育費について、少し踏み込んで説明させていただきたいと思います。

　まず、お手元の資料、「平成２３年度東京都板橋区予算」というものをお開きください。

　１ページをご覧ください。１枚開いていただいて、３ページ目が１ページ目になっています。

　一般会計予算が記述してありますけれども、歳入、歳出それぞれ１，８７５億９，０００万円ということでございます。

　前年度比は８８億３，０００万円の増で、４．９％の増となっているものでございます。

　それから、２項以降、債務負担行為、特別区債等の記載がありますけれども、後ほど説明させていただきます。

　歳入を飛ばしまして、この下の９ページのところをお開きください。

　教育費の部分があります。総額で２４６億５，７５２万１，０００円という金額でございます。後ほど、詳しく申し上げますけれども、パーセントにして、前年度比５．２％の増となります。

　それから、構成的には、教育総務費、小学校費、中学校費、幼稚園費、社会教育費は例年どおりで変わりありません。それぞれ、ご覧の金額となっておりまして、後ほど、詳しく説明をさせていただきます。

　それから、さらに１ページ開いていただいて１１ページのところに、債務負担行為という記述がございます。複数年度にわたって予算を計上するというものでございまして、下から４項目以降については教育の関係です。

　板橋区第一小学校改築工事で、平成２５年度までの債務負担行為を計上するとなっています。

　それから、紅梅小学校特別教室棟新築工事。これも平成２４年度までの債務負担行為です。

　それから、前野小学校校舎・体育館改築設計ということで、これも平成２４年度までの工事の債務負担です。

　それから、赤塚第二中学校改築工事ということで、これは平成２５年度までの債務負担行為ということで、複数年度にわたって計上しているものでございます。

　それから、次の１２ページに特別区債の記載があります。

　これも、合計の１つ前のところに義務教育施設整備費というので、３２億８，７００万円の限度額の計上がございます。

　これは、例年に比べると、大変金額的にも高くなっていて、工事に使うお金の手当ということですけれども、ちなみに、前年度比、当初では１２億５００万円でありました。
　それから、最終補正後でも、まだ決まったわけではありませんけれども、２０億６，７００万円という規模でしたけれども、来年度予算では、当初から３２億円という形での記載を用意しているところでございます。

　続きまして、教育費の項目について簡単に触れさせていただきたいと思っておりますけれども、これは、今日、先ほどお配りした版の資料で集約していますので、これを使って説明をさせていただきたいと思います。

　表題は「平成２３年度当初予算教育費前年度比較及び区歳出における構成比」というものでございます。

　先ほど、申し上げましたように、区の一般会計予算が前年度から４．９％伸びているという背景がありまして、教育費は５．２％の伸び、金額として２４６億５，７５２万１，０００円でございます。

　その中での教育総務費でございますけれども、これは２４億５，１９０万５，０００円ということで、これは１，０２１万１，０００円の増、０．４％の増ということになります。

　この内訳ですけれども、義務教育施設整備基金への積立の減ということで、これは結構金額がありますけれども、２，８２１万５，０００円減額ということになっています。

　それから、人件費の増ということで、後ほども説明はしますけれども、教育委員会事務局の職員定数が増えますので、その部分について、２７６万８，０００円の増ということになります。具体的には、定数が２増になるというところでございます。

　それから、学校管理業務経費の増ということで、これは地デジ化に伴う電波障害設備を撤去する費用を計上するものでございます。

　それから、学力向上支援事業の増ということで、これはフィードバック学習のふりかえり調査の対象学年の増ですとか、指導力向上特別研究指定校事業を４つということで、１，０１７万４，０００円の増を見込んでおります。

　それから、学校適応推進事業の増でございまして、スクールカウンセラーの拡充ということで、小学校に２２回、必要性の高い１１校について、スクールカウンセラーの派遣を増加させるといった内容で、３４７万４，０００円の増を見込んでおります。

　それから、学校適正配置推進経費ということですけれども、これは高七小学校の施設の運用で親子給食を実施しますので、その関係での経費増ということになっております。

　次に、小学校費でございます。８７億１７９万８，０００円ということで、これは、５億７，６２９万６，０００円の減ということになります。前年度比で、マイナス６．２％になります。

　大きな内容は工事の関係がございますけれども、学校施設改修経費の減ということで、１３億８，０８５万６，０００円の減ということでございます。大規模改修校が減っている、耐震工事の数も８校から１校ということで減りましたので、大幅に金額が減っているというものでございます。

　それから、人件費の減というのは、給食の調理職員、学校の用務の職員定数を減らしたということと、人事委員会の勧告を受けた関係でございます。

　それから、学校運営経費の減ということでは、１，４４６万１，０００円の減と見込んでいますけれども、理科学習教材の教員の減、パソコン教室のパソコン再リースに伴う減、光熱費の減、教科書採択の増ということで、合わせて、以上のような金額となっております。

　それから、板橋第一小学校の改築計画。これは本格的に工事が始まりますので増でありまして、６億８，５５２万９，０００円増としているところでございます。

　それから、紅梅小学校特別教室棟新築工事も１億５，０５３万９，０００円の増となっております。

　次に、給食運営経費の増ということで、給食の委託を１校増やすということ、それから改築に伴う親子給食の実施に伴う増ということで、５，５７３万２，０００円の増といったものが主な内容でございます。

　次に、中学校費ですけれども、これも９０億７，３９３万６，０００円という経費でございまして、前年度に比べると、１７億９，９９３万６，０００円の増ということになります。パーセントにして２４．７％の増ということです。

　人件費は、先ほど説明したとおりでございまして、件数は変わりませんけれども、人事委員会勧告の見込みで減になっております。

　学校施設改修経費の増ということについては、本格的な改修が始まりますので、ここは増になっております。

　それから、学校運営経費の減ということについても、小学校と同様、理科教材、教具の減、パソコンのリースの減、光熱費の減等で３，２９６万５，０００円の減となっております。

　それから、給食運営経費の増につきましては、委託件数は変わりませんけれども、親子給食の実施に伴って、給食の経費を合わせております。

　それから、学校施設建設費の増ということで、板橋第三中学校、中台中学校、赤塚第二中学校の工事の増。中台中学校については、設計が終わりましたので、金額が減りますけれども、ほかの２校については、工事のための金額が増ということになっております。

　次に、幼稚園費でございますけれども、１４億４，２８６万３，０００円ということで、９，７７７万円の増。率にして７．３％の増でございます。

　これは、人件費が増となるということ、それから私立幼稚園児の保護者負担金の軽減を図りますので、そのための増を見込んでおりまして、７，６６７万２，０００円ということになります。

　それから、私立幼稚園等助成経費の減ということで、一方で、環境整備の補助金が減りますので、２，８５３万８，０００円の減ということでございます。

　それと、維持管理費の増ということで、耐震補強工事に伴う仮設園舎の増がありまして、３，２３８万９，０００円の増となっております。

　一番下の段の社会教育費でございますけれども、２９億８，７０１万９，０００円。これは、１億１，２５８万１，０００円の減となりまして、率にして３．６％の減でございます。

　人件費は、先ほどの説明のとおりでございます。「放課後子ども教室」実施校が減りますので、その分の減。それに入れ替わりまして「あいキッズ」の実施校が増えますので、１億４，７８５万９，０００円の増ということになります。

　それと、図書館管理運営経費の減ということで、赤塚図書館の改築の終了及び図書館システムのリプレースが終了しますので、２億６６９万８，０００円の減。

　それと、教育科学館の運営経費の減ということで、アスベスト除去工事・空調設置工事が終了しましたので、１，３５５万６，０００円の減という形が主な内容でございます。

　特に、教育費の中では、一般会計の伸びに比例して教育費も増えているのですけれども、実質的には、校舎の改築ですとか建設の経費ということに伴った増でありまして、そういった経費を除いた教育費だけで見ますと、０．９％の減という形での予算計上になっています。

　それから、区全体でのマイナスシーリングで、委託料等の経費については３％縮減しなさいという指導もありました。それを受けて、教育委員会ではこれまで受け付けていませんでしたけれども、学校への令達経費についても、これまでの支出のぐあいを見ながら２％節減を実施しております。

　大変簡単でございますけれども、説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　来年度から、大学との公開講座が隔年になるという話を伺っておりまして、それは、やはり予算が少なくなるからということでございましょうか。

生涯学習課長　　予算が少なくなったからというわけではなくて、目的をある程度達成したという判断です。

　大学公開講座は、大学によって異なるのですが、昭和６２年とか平成の始めに、もともとは大学にある知見を大学生だけではなくて区民の皆様に広く公開していくという趣旨で始まりました。

　そのときには、今のように、大学の方で生涯学習センターだったり、エクステンションセンターであったりといった取り組みがない中でそういったことが始まったわけです。

　その後、平成に入りましてから、各大学でそういう生涯学習センターなりがどんどんできてきまして、そういう取り組みが独自で行われてきている状況になってきましたので、もともとの目的は一定程度終えたのではないかと。

　ただ、各大学とのつながりは一定程度持っておいた方がいいのではということで、毎年すべての大学と実施するというのではなくて、隔年で実施していくという方針をとったところでございます。

委　員　長　　ほかに、ございませんか。

教育長　　今の増減説明の、社会教育費のところで、「放課後子ども教室」が５校減って、その分が移行して「あいキッズ」で５校増えます。

　地域や保護者からは、早く「あいキッズ」にしてほしいという非常に強い要望が各学校とも出ている状況なので、平成２７年度までにしっかり「あいキッズ」を増やしていきたいと思っているんです。

　けれども、経費のところで、この数字だけ見ると、確かに「あいキッズ」が非常に高くなるのではないかという批判が言われています。その辺の説明をしてもらえますか。

　実際には、「あいキッズ」事業の増で１億４，７００万円入っていますけれども、この中には学童クラブの経費も含まれているわけでしょう。

学校地域連携担当課長　　７割ぐらいが学童クラブの経費でございまして、現在、直営でやっている学童クラブは、大体１カ所当たり２，６００万円かかっているわけでございます。「あいキッズ」にしますと、大体３，０００万円ぐらいになっていくわけですが、これは「放課後子ども教室」も含めてという形になります。

　また、定員等については設けないという話になっておりますので、予算のところでは少し膨らませた形で、ひょっとしたら増えていくということ、あるいは特別支援を要する要支援児の対応ということも考慮に入れた予算の組み立てをしております。

　この辺についてはそういうことで増えている。ほとんどの部分が学童クラブの経費と理解していただければと思っております。ですので、「あいキッズ」になったから増えたということではないとご理解いただければと思っております。

谷田委員　　今の話でいうと、例えば、これだけ見てしまうと「１校、３，０００万円」みたいな話になるわけです。それが、７割が違うとなると「１校、１，０００万円」とかそんなイメージで頭に置いておいたらいいという感じですか。

学校地域連携担当課長　　そうですね。基本的には、学童クラブを校内にも移設してやっていくということで、今回、徳丸小学校につきましてはリースで「あいキッズ」棟を建設しますので、その辺のリース料の方もこの中に入っているという部分でございます。

　ほかの４校につきましては既存の施設を使ってやっていくということで、今後、学校とも協議を加えまして、「あいキッズ」棟のリース建設につきましては極力控えるような形でやれないかということは今考えているところでございます。

今井委員　　そうすると、予算の費目の計上の仕方としては、「あいキッズ」になると、福祉費から教育費に付け替えられるという。

学校地域連携担当課長　　そうご理解いただければと思います。

教育長　　平成２７年度に全部「あいキッズ」に移行するまでには建設・改築・改修等の経費もかかりますからその分がちょっと高くなってきますけれども、全部ができて、きちんと運営できるようになってくれば、ぐっと下がってきます。効果は出てくると思います。

谷田委員　　まず、人件費に関しては教育委員会関係だけではなくて、区全体として、全般的にこういう傾向で今予算が組まれているということですよね。要は、こういう改定があって、ある程度人数が増えなければ、人件費がちょっと下がっているという傾向にあるというのは。

庶務課長　　そうですね。人事委員会勧告で給料が下がっていますから、昨年に比べると、予算計上は、経費が下がっているとなります。

谷田委員　　その分は、逆に言えば、どこかにそういうお金が回っているということですよね、多分、これからすると。

庶務課長　　そうです。

谷田委員　　あとは、本当はもう少し何か、色々やりたいことがあると思うので、そういうところにもう少しお金が回るといいなという印象はあります。

庶務課長　　ちょっと説明不足だったかもしれませんけれども、教育としては、こういう厳しい財政状況の中で、これまでのものをレベルダウンしなさいと迫られているところを、充実や現状維持をしてきたという内容としては、フィードバック学習をあえて対象学年を拡大している、図書館の司書配置を全校に広げていく、学習指導講師の２名体制を維持していく、「あいキッズ」を拡大する、学校支援地域本部の実施校も２校から５校に拡大していく、小学校におけるスクールカウンセラーの週１回派遣というのも、要望の高い１１校で回数を増やしていくといったところに予算を組んでいるところです。

　その他、新規事業とすれば、教育支援センターの設置のことについては、来年度から本格的に取り組んでいくということになりますし、オープンスペース方式、教科センター方式の導入に向けた教員の育成ですとか研修体制といったものについても取り組んでいきます。

　それから、全小学校に１台ですけれども電子黒板を導入して、特に英語教育の充実を図る。

　それと、「小学校入学前に身につけたい１０の生活習慣」というものの拡充版のパンフレットをつくって、さらに、就学前の児童を持つ家庭に配るということは実施をしていきたいと思っているところです。

委　員　長　　学校令達予算が２％削減ということで、それが学校にとってどういう影響があるのかよく分かりませんけれども、２％というのは、具体的に大体どのくらいの金額になるのですか。

学務課長　　２％が幾らかというのはすぐ出てこないのですけれども、大体、例年、執行残ということで、実績によって残額が出るのが大体２％ないし２．５％。学校によっては３％ぐらいということで、一応、例年執行している額につきましてはほぼ変わらないだろうという予測のもとでシーリングをかけた次第でございました。
教育長　　本当は、学校がもっと学校長の裁量で使える予算を増やせれば一番いいところなんですけれども、残念ながら、なかなかそういう方向にはいかずに、今回も令達予算の一部を減らしたということになりました。

委　員　長　　整備週間で学校を回ってみましても、やっぱり使える予算があるといいという話は、何度となく聞いております。

　できれば、本当は回したいところですけれども、ほかにも色々あるのでやむを得ないのかなという気がいたします。

庶務課長　　では、次に２番目の項目は、本年度、平成２２年度の補正予算のことでございます。

　机上にお配りしている、同じような体裁ですけれども「平成２２年度東京都板橋区補正予算」という資料を見ていただきたいと思います。一般会計では、第３号補正ということになります。

　これを１ページめくっていただいて、一番左方に議案第５号ということで記述があるところをご覧ください。

　一般会計予算の補正の額でございますけれども、総額で１９億８００万円を歳入、歳出予算それぞれから減額するというものでございまして、その結果、１，７９３億３００万円が区の歳入歳出予算の総額となるというものでございます。

　その他、繰越明許費ですとか債務負担等の行為についても合わせて訂正されているものでございます。

　２枚ほどめくっていただいて、８ページのところをご覧ください。教育費の文言が出てまいります。

　８番の教育費のところでございますけれども、真ん中のところが補正額ということになりまして、教育費全体とすれば、２７億１，６０３万３，０００円の減額という内容でございます。

　教育総務費については、９，０１４万２，０００円の減額。

　小学校費については、１１億２，１６９万９，０００円の減額。

　中学校費については、１２億７，７４９万９，０００円の減額。

　幼稚園費については、５５０万１，０００円の減額。

　社会教育費については、２億２，１１９万２，０００円の減額。

　それぞれ減額ということになりますけれども、こういった内容でございます。詳細は、また説明させていただきます。

　２ページほどめくっていただいて、下の１０ページのところでございます。

　第３表、債務負担行為の補正ということの記述がございます。

　これは、上から３つめの志村第二中学校大規模改修工事というものが債務負担行為になっておりまして、平成２３年度に向けて債務負担行為として補正するものでございます。

　これは、来年度の年度当初から志村第二中学校で工事に取り掛かれるように、今から債務負担行為として来年度の予算を確保しておくという内容でございます。通常の５月ぐらいの議会にかけていると、工事の着工が遅れてしまうということを避けるためのものでございます。

　それから、志村坂下小学校及び板橋第一小学校については、本年度ともども、来年度に向けても、複数年度での契約を行うということで、工事の進ちょくに見合った補正をしたものでございます。

　それから、１１ページの特別区債の補正ですけれども、これも義務教育施設整備ということで、７億５，３００万円の増額補正でございます。

　それから、社会教育施設建設ということで、１億９００万円の補正をかけております。特に、この社会教育施設の建設ということについては、赤塚図書館の建設経費に充てる特別区債ということになります。

　詳細の部分につきましては、今机上にお配りした、財政課がつくった資料ですけれども「平成２２年度３月補正概要」というのをご覧いただきたいと思います。

　一番最初に、総論で、補正の基本的な考え方というのが上に書いてあります。

　年度内の事務事業の確実な執行見通しに基づいて、収入・支出の増減が見込まれる経費、それから緊急かつ必要性の高い施策に要する経費、それから継続的な工事発注のための債務負担行為の追加を基本的な考え方として補正を行うというところでございます。

　このページは、歳入の主なものを見ていまして、ここの中で特に教育に絡むものにつきましては、１４番目の国庫支出金に校舎等改築負担金が１，６０９万３，０００円の増ということになっております。

　これは国庫負担金の対象で、高島第二中学校と板橋第三中学校の体育館の改築工事に充てるためのお金として、国からの歳入が見込まれるというものでございます。

　逆に、安心・安全な学校づくりということで１億３，４２８万９，０００円、幼稚園の就園奨励費としては３，２８１万円といった国庫の支出金の減額となっております。

　それから、財産収入としましては、義務教育基金からの利子収入が減っているということと、教職員住宅の収入も、来年、教職員住宅については閉鎖する予定でございまして、徐々に入っている教職員の数が減っていますので、収入が減っております。

　それから、１８番目の繰入金のところですけれども、義務教育施設整備基金、これは逆に繰り入れる金額が減ったということになりますけれども、２８億１，３０１万３，０００円。当初予定していました金額から、２８億円強の繰り入れをしなくて済んだといった内容でございます。

　それから、特別区債ですけれども、これは学校改修で７億５，３００万円の増額補正をしているところでございます。

　裏面をご覧ください。

　ここも一般会計全体ですから区全体のことが書いてありますけれども、８番目の教育費でございます。補正前の額が２３４億７、１４０万４，０００円。これが一般会計には１３．１％を占めていましたけれども、補正後は２０７億５，９３７万１，０００円ということで、一般会計に占める割合は１１．６％ということになります。

　軒並み減額ですけれども、学校の施設改修、それから学校の施設改・建築。これは、上は大規模改修ですと耐震補強工事、下のものについては、改築工事の工事契約の差金が出たというところでございます。

　それから、職員人件費につきましては、人事委員会勧告の完全実施ということで、１億９，８３９万円強の減額をしております。

　それから「あいキッズ」、「放課後子ども教室」につきましては、契約の差金が出たというところでございます。

　教育活動についても、学校で使う諸所の経費を積み上げて、結果的には２，９６９万５，０００円の減額といった内容でございます。

　それから、唯一増額の補正をされている就学援助費でございますけれども、これは新しい事業として、小学校から中学校に変わる生徒に対して、これまでは中学１年生に入ってから入学準備金等の支払をしていましたけれども、それを前年度の３月に支払うといった改正をするというもので、平成２２年度は来年度の部分の入学準備金を支払う時期を早めて支払うということにしましたので、４、９３０万８，０００円増額補正をしているところでございます。

　補正に対しましては、大きなところは以上でございます。

委　員　長　　それでは、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　そうすると、歳出の関係で減っているものは、内容が変わったのではなくて、結果的には差金として残ったという判断でいいわけですよね。ここに出ているものに関しては、「あいキッズ」もそうだし、学校の改修関係もそうだし。

庶務課長　　そうです。

委　員　長　　では、補正予算については、よろしいでしょうか。

　では、続きまして、３「東京都板橋区職員定数条例の一部を改正する条例」について、説明してください。

庶務課長　　来年度に向けて区の職員定数を見直すといった内容でございます。

　議案第１０号をご覧いただきたいと思います。

　内容的には、第２条第１項を次のように改めるということで書いてありますけれども、（３）と（４）が教育委員会の関係ということになります。教育委員会事務局の職員が１３９名の職員定数になっている。

　それから、教育委員会の所管に属する学校の職員、区費の職員ですけれども、幼稚園教員も含めて２４０人ということでございます。全体では、合計３，６２８人が来年度の職員定数だという内容でございます。

　次のページに、その改定の概要の資料がございますでしょうか。議案の前に綴じ込んであったものです。

　表題が「東京都板橋区職員定数条例改正概要」といったものでございます。今年度と来年度との比較をしているものです。

　区全体とすれば、２５名の定数減ということになります。３番目の事務部局ごとの定数ということです。

　教育委員会の事務局は１３７名から１３９名に２名増ということですけれども、その内訳は、学務課で、親子給食の実施ということで１名増。それから指導室の教育支援センター開設に向けた準備ということで１名の増。それから、地域連携担当課で、放課後対策事業の拡大ということで１名増でございます。

　逆に、中央図書館の部分で、図書館事業の見直しということで１名減となりまして、差引２名の増ということになります。

　それから、その下の部分で、教育委員会の所管に属する学校ですけれども、これは１３名の減ということになっております。

　その内訳は、給食調理を１校委託しますので、そのために５名の減。それから、用務業務についても定数見直しを図りまして８名の減ということで、差引１３名の定数減ということになります。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　この件に関しまして、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　全体としてこういう定数減を図ろうということだと思います。

　ただ、色々、臨時職員とかという形で長くいらっしゃる方もいるように聞いておりまして、できれば、そういう方にも陽が当たるような場面があるといいかなと思っております。

　よろしいでしょうか。

　では、次は、３つまとめてお願いします。

庶務課長　　次からの３つは、まとめて説明させていただきます。

　４番から６番につきましては、幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例。それから、幼稚園教育職員の給与に関する条例及び幼稚園教育職員の給与に関する特別措置に関する条例の改正でございます。

　お手元の資料を見ていただきますと、「条例改正概要」というのがございますでしょうか。それも表裏で印刷しているものでございます。

　では、この概要に従いまして、続けさせていただきたいと思います。

　これは、本年度の人事委員会勧告に鑑みて、制度の見直し及び給料表を改めるといった改定をするものでございます。

　１、改定理由のところに書いてありますけれども、まず、（１）平成２２年人事委員会勧告に鑑みて、①幼稚園教育職員の職の見直しを行う必要がある。同じく、②給料表を改める必要がある。それから、同じく、（２）人事委員会勧告に鑑み、月６０時間を超える時間外勤務に係る勤務時間の積算基礎に「日曜日及びこれに相当する日」を含める必要があるといった内容を盛り込むものでございます。

　２、改正内容ですけれども、３つの条例の改正になります。

　（１）は、幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例でございます。

　これは、幼稚園教育職員の職の構成の見直しを行います。これまで助教諭、養護教諭及び講師といったような職の構成がありましたけれども、これを廃止して、教頭を副園長とする。

　それから、教諭を主任教諭と教諭に分けて職を設定するといったものでございまして、結果として、園長、副園長、主任教諭、教諭の４つの階層で職を構成させるというものでございます。

　簡単に言うと、下の段に比較の表がありますけれども、現行は、園長３級、教頭、教諭というのが合わさって２級、それから助教諭等が１級といったような職の構成になっていましたけれども、園長４級、副園長３級、主任教諭２級、教諭１級といったような４つの級の職の構成に変えるというものでございます。

　これは、これまでも色々と指摘がされていましたけれども、教頭と普通の教諭が同じ給料表の中にあるというこれまでの事実がありましたので、そういったものについて、実際に合った職の見直しを図るべきだということを受けて、人事委員会勧告で示されたものを、今回、改正を行うものでございます。

　それから、（２）の幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例でございますけれども、上の条例で設定をした４つの職に対して給料表を改めるというものでございます。

　それから、次の時間外勤務手当でございますけれども、月６０時間を超えてした時間外勤務に係る勤務時間数の積算基礎に「日曜日及びこれに相当する日」を含めるというものでございます。

　この制度は昨年導入されましたけれども、この「日曜日及びこれに相当する日」については、６０時間を超えた時間数の積算基礎から外れておりました。今年度は、国の方で積算基礎に含めるといった改定が行われたのに合わせて、区の規程についても改定するものでございます。

　ただし、幼稚園教育職員については、本給の４％に当たる教職調整額というのが支給されておりまして、時間外勤務手当の支給対象外のものでありますので、本則としてこういう制度はつくりますけれども、適用は特にないといった内容になっております。

　裏面をお開きください。

　次に、期末手当及び勤勉手当における職務段階別加算ということでございますけれども、職の見直し、給料表の改定に伴って、期末手当及び勤勉手当の支給額の計算に係る職務段階加算の適用区分を変更するというものでございます。

　現行と新制度の比較がありますけれども、園長１２％、教頭１０％、教諭は７％または５％、０％という形でこれまで運用してきましたけれども、新しい制度では、園長１２％、副園長１０％、主任教諭５％、教諭は加算なしといったような適用区分で実施するものでございます。

　それから、次の義務教育等教員特別手当の支給額ですけれども、これは国費からの負担額が減っているということを鑑みまして、今年も段階的に下げておりまして、最高額５，９００円というものを４，１５０円に改めるものでございます。

　それから、退職手当の支給に係る経過措置でございますけれども、幼稚園教育職員の職の構成の見直しで、副園長は教職調整額の支給対象外となりました。これによって、教職調整額の支給を受ける教頭から、支給を受けない副園長に移行した場合に、退職手当の中に差が出ます。

　今後、２年間にわたって、平成２２年度末に教頭として退職する場合の退職手当と、来年度、再来年度、新しい制度で計算をした退職手当と比べて、もし新しい制度で計算した退職手当が低い場合には、今年度退職する場合に支払われるべき退職手当を支給するといったような形で経過措置を設けるといったものでございます。

　この改正については、職員の退職手当に関する条例の一部を改正ですけれども、幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の附則で行うものでございます。

　それから最後に、幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例でございますけれども、これは、職の見直しを行ったことを受けまして、その文言を修正するものでございます。

　いずれの条例にしましても、施行は、来年度４月１日を予定しております。

　ちょっと複雑ですけれども、以上でございます。

委　員　長　　以上、幼稚園の教育職員に関する諸々の件に関しまして、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　この概要という表がありますよね。これは横に移行するのかなと見たときに、教諭の方は主任教諭と教諭になるというと、助教諭等という方は職がなくなってしまう。そこら辺の関係がどうなっているのかなと。

庶務課長　　この表の横書きのとおりになりまして、教諭が主任教諭と教諭に分かれると考えていただきたいと思います。

　現状、助教諭等という職があるんですけれども、実際には、これに該当する職員はおりません。

　２級という給料表の中に、新しい制度でいうと、教諭、主任教諭、副園長のすべてが含まれている部分の給料表になっているというところが問題であるとされてきました。
委　員　長　　今は、２級の教諭の先生が、今度は新制度で１級になりますから、給料表では２級から１級に下がるということですか。それとも、今までの２級が１級に給料表も変わっているという。

庶務課長　　表面上は、２級から１級の給料表に適用が変わる人もいます。現行は主任教諭という人はいませんので、今、任用の選考を行っていると聞いています。

　来年度からうまく主任教諭になった方は２級の教諭の方が適用されますし、そうでない、条件が合わなかった人に対しては、現在の２級の給料表ですけれども、新しい１級の給料表から給料が支払われるというものです。

委　員　長　　その新しい１級の給料表は、従来の２級の給料と同じぐらいと考えてよろしいですか。要するに、制度が変わることによって、給料が下がってしまうということはない。

庶務課長　　今の額が下がるということはありません。

　今の額と見合いのところで、ちゃんとおさめてあります。

委　員　長　　よろしいでしょうか。

　それでは、議案第１号意見の聴取について、平成２３年度東京都板橋区一般会計予算ほか５件に関しまして、お諮りいたします。

　原案のとおり、同意することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委　員　長　　では、そのように決定いたします。

○議事

日程第二　議案第２号　区立幼稚園長の退職について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（庶務課）

委　員　長　　次は、日程第二　議案第２号区立幼稚園長の退職について、庶務課長から説明してください。

庶務課長　　次に、議案第２号「区立幼稚園長の退職について」の資料をご覧ください。

　板橋区立高島幼稚園長の井口美恵子先生ですけれども、退職の申出がありまして、平成２３年３月３１日付で勧奨退職をするといったことでございまして、ご承認いただきたいと思います。

　これを議案にする根拠でございますけれども、東京都板橋区教育委員会庶務規程の中で、教育委員会の議決事項ということになっております。

　ですので、今回、議案として取り上げさせていただいたものでございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。よろしいでしょうか。

　勧奨退職の「勧奨」の意味は、ここではどういう意味合いですか。

庶務課長　　定年退職の期間に前倒しして。

委　員　長　　本人が希望して。勧めてではなくて。

庶務課長　　違います。本人の方から。

今井委員　　ちょっと、民間感覚と違うんですよね。

委　員　長　　要するに、民間は、退職金を余計に払うから早く辞めてくれというのが勧奨退職です。

次長　　うちも同じです。

教育長　　退職金は、多少割り増しになる部分がありますけれども、肩たたきではないです。本人の意思で。井口先生も大変残念なんですけれども、１年残して、お母さんの介護などの関係もあって、お母さんと一緒にゆっくり１年間過ごしたいということを考えているということです。説得したのですが、残念ながら。

委　員　長　　分かりました。

　それでは、日程第二　議案第２号区立幼稚園長の退職について、申請のとおり承認することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委　員　長　　それでは、そのように決定いたします。

○議事

日程第三　議案第３号　教育財産の取得について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中央図書館）

委　員　長　　日程第三　議案第３号「教育財産の取得について」、中央図書館長から説明してください。

中央図書館長　　「議案第３号教育財産の取得について」でございます。

　対象財産は、改築されました赤塚庁舎の２階部分、赤塚図書館の部分でございます。

　この資料を１枚めくっていただきまして、図面がございます。

　赤塚庁舎の２階部分全部が教育財産ということでして、面積が１，４２８．１６㎡でございます。

　根拠につきましては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２８条第３項というのがございまして、地方公共団体の長は、教育財産を取得したときは、速やかに教育委員会に引き継がなければならないという規程でございます。

　これに基づきまして、資料の一番最後のページでございますが、本年１月２４日、区長から教育委員会への教育財産の引き渡しということになってございます。

　なお、引き渡しを受けた後、教育財産ですので、財産の管理権限は教育委員会にございますので、教育委員会が所管して管理していくということでございます。

　よろしくご審議お願いいたします。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　これは、同じ区の財産をどちらで管理するかというのをはっきりさせたということでございますので、特に問題はないかと思います。

　日程第三　議案第３号教育財産に取得について、原案のとおり可決することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委　員　長　　では、そのように決定いたします。

○報告事項

１．「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」の概要について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（庶務課）

委　員　長　　それでは、報告事項を聴取いたします。

　報告１「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５の概要について」、庶務課長から報告してください。

庶務課長　　これは、区全体の実施計画ということに位置づけられておりまして、現在は「いたばしＮｏ．１実現プラン」と称しておりますけれども、この対象年度が今年度で終了することから、「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」というものを新たに確定して、今後の区政実施計画に充てるという位置づけで策定をするものでございます。

　この概要に沿って説明をさせていただきたいと思います。

　（１）計画の位置づけということが記載されていますけれども、基本計画の後期５年間でめざす「３つのナンバーワン」と「１０のいたばし力ＵＰ」を実現するためのプログラムを明らかにするということが目的で策定をするものである。

　位置づけとしては、基本計画の今後の５年間、平成２３年度から平成２７年度の期間の区の実施計画として位置づけられているものでございまして、特に、平成２３年度から平成２７年度の５年間を対象としますけれども、前半の３年間については、年度別の事業量と経費を明記する。後半の平成２６年度・平成２７年度の２か年については、事業の方向性を示しているといったようなまとめをしているものでございます。

　教育委員会で定める「学び支援プラン」と対をなすというか、「学び支援プラン」はこの「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」と常にリンクして、区の施策の実施計画としてリンクさせていきたいと考えているものでございます。

　（４）番目は、財政的な見通しが書いてございます。ご覧いただければと思います。

　次のページですけれども、２、計画の体系でございます。

　区の実施計画は、これまでも「３つのナンバーワン」と「１０のいたばし力ＵＰ」というものを基本として展開してきましたけれども、今回、この「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」においても、その進めかたは変わらず継承していくといったことが書かれています。

　「３つのナンバーワン」とは何かということは真ん中辺に書いてありますけれども、（１）あたたかい人づくりナンバーワン、（２）元気なまちづくりナンバーワン、（３）安心・安全ナンバーワンでございます。

　それから、「１０のいたばし力ＵＰ」は「人づくり力ＵＰ」、「子育ち力ＵＰ」、「医療・福祉力ＵＰ」、「自治力ＵＰ」、「シニア世代力ＵＰ」、「産業活力ＵＰ」、「安心・安全力ＵＰ」、「緑と環境力ＵＰ」、「都市再生力ＵＰ」、「区民くらし充実力ＵＰ」の１０点でございます。

　この「３つのナンバーワン」と「１０のいたばし力ＵＰ」を基本として事業を進めていくわけでございますけれども、次の３ページに、特に「Ｎｏ．１実現プラン２０１５」においては重点戦略というのをさらに定めていくといったこともうたわれておりまして、「３つのナンバーワン」の各分野を横断して重点的に取り組む３つの戦略というのを掲げています。

　重点戦略第１ですけれども、「『ひと』と『ひと』をつなぐ～あたたかい気持ちで支えあうまちづくり戦略～」というものが掲げられております。

　特に、ここに教育のものが重点的に位置づけられておりまして、その下の方に、重点戦略１－展開１「教育力の向上と学校・地域の連携強化」というところで、特に教育がこの展開の大きな要素として位置づけられているということについては、これまでにない位置づけられ方かと思っております。

　次のページをお開きください。

　重点事業としては、「あいキッズ」事業ですとか、教育支援センターの開設ですとか、特別支援教育の教室の整備、特別支援学級の整備等が挙げられています。

　計画事業には載っていませんけれども、学校の安心、安全の推進ですとか、学校支援の仕組みづくりといったものが、この「Ｎｏ．１実現プラン２０１５」の中には取り上げられているということでございます。その他、展開２、展開３、展開４、展開５というものがあります。

　次に、５ページに重点戦略２というところで、「『まち』と『ひと』をつなぐ～安全で未来をひらくまちづくり戦略～」ということを、次のものとして上げているわけです。

　この中では、次のページですけれども、特に展開４「災害に強いまちづくりの推進」という中に、計画事業としては学校の改築ですとか、学校施設の耐震補強工事等の工事関係の事業が位置づけられているというものになっています。

　それから、重点戦略３「『みどり』を『みらい』につなぐ～地球にやさしく品格のあるまちづくり戦略～」ですけれども、この中の展開１の中では、「低酸素型社会のまちづくり」に位置づけられているものとして、緑のカーテンの取り組みといったものが、学校だけではありませんけれども強調されているといったような位置づけになっています。

　下の方の５、計画事業数及び計画事業経費というのですけれども、この「Ｎｏ．１実現プラン２０１５」の計画事業数は８１事業・９８項目。３か年の事業経費は約４７６億円と予定しているものでございまして、事業数及び経費については、ご覧の表のとおりでございます。

　それから８ページの下の方に、重点戦略として特に取り出して取り組むべきものにつきましては３７項目。予算にして、３か年で２，２１８万８，０００円を予定しているといったものでございます。こういった実施計画のもとで、事業を推進していくといったものでございます。

　最後のページに、特に、これは議会の関係ですけれども、文教児童委員会に係る項目が抽出して、一覧表としてまとめてあります。

　①人づくり力ＵＰの中では「あいキッズ」事業、「いきいき寺子屋事業」、教育支援センターの開設、特別支援教育の環境整備の中で（１）特別支援教室の整備、（２）特別支援学級の整備充実、それから区立学校の適正規模・適正配置の推進、図書館の改築、いたばしボローニャ子ども絵本館の充実が、個別の事業として取り上げられているものでございます。

　それから、安心・安全ナンバーワンの中では、学校施設のバリアフリー化ということで項目として上げられています。

　２ページに続きます。小中学校「緑のカーテン」体験学習の充実、それから地球環境に配慮した学校施設の整備という項目もあります。

　それから、⑧都市再生力ＵＰの中では、学校の改築、学校の改修。改修の中には、大規模改修、校庭の改修、散水設備の改修、プールの改修、給食室の改修といったような項目別に挙げられているものでございます。

　それから、公共施設の耐震性の向上ということで、（１）学校施設の耐震補強工事、（２）学校施設以外の施設の耐震ということで、これは学校以外の図書館ですとか、教育相談所も含めているものでございます。

　詳細は、こちらの冊子を見ていただくということになりますけれども、例えばどんなことが書いてあるかというと、２８ページを見てください。

　体系の中に色々ありますけれども、重点戦略１－展開１に位置づけられている「あいキッズ」事業がここに書かれていますけれども、平成２３年、平成２４年、平成２５年と各年度にどういったことをしているかということで、ここでは、平成２３年度には５校の実施、平成２４年度には８校の実施、平成２５年度はさらに８校実施ということで、事業経費も含めて計上されているものでございます。

　それから、最終的に平成２７年度に向けての方向性は、全小学校実施に向けて拡大していくといった構成になっていて、区の財政的な裏づけも含めて、実施計画上の事業としてこの事業が取り上げられているといったような記述になっています。あと、色々事業がありますけれども、同じような記述がされているものでございます。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　教育がこうやって、中心というのはおかしいかもしれませんが、いい形で取り上げていただいたのはいいと思いますけれども、教育支援センターが非常にポイントになってくると思います。

　どうしても計画の中ではハードの方が見えるのでとても分かりやすい感じがありますが、大事なのはソフトの部分で、さっきの人事の人員の話でも、１人担当がついてということで増やしてということもありますので、そこのあたりがポイントになってくるのではないかと感じました。

　以上です。

指導室長　　これまでもソフトについては検討してまいりましたけれども、ハードがある程度決まった以上、そこに見合うような形で、今までのものを使いながら、来年度はさらに綿密な計画を立ててまいりたいと思います。

委　員　長　　では、これにつきましてはじっくりお読みいただいて、意見がありましたら、また後日の機会に延べていただくということで、よろしいでしょうか。

（異議なし）

○報告事項

２．「板橋区経営革新計画」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（庶務課）

委　員　長　　では、次に、同じく報告事項２「板橋区経営革新計画」について、庶務課長から説明願います。

庶務課長　　これは「板橋区経営革新計画」ですけれども、平たく言うと、区の行財政改革計画というものに位置づけられると思いまして、先ほどの「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」と対を成して今後の区政理念の指針となるというものでございます。今回、区全体としてこれを策定いたしましたので、これについてもご報告させていただきたいと思います。

　これにつきましても、概要の資料がありますので、これに基づいてご説明させていただきます。

　まず、Ⅰ番目の経営革新計画の必要性と取り組みということで、これまでの取り組みですけれども、平成４年以降、「区政活性化推進計画」ですとか、「第２次区政活性化推進計画」、「行政経営改革推進計画」、「再生経営改革推進計画」、「経営刷新計画」、「第２次経営刷新計画」等の名称で、行財政の改革については、区として取り組んできたところでございます。

　平成２０年度からは、「いたばしＮｏ．１実現プラン」の改革編というものも合わせて組織風土全般の改革にも努めてきたというものでございまして、平成４年から平成２１年度までの実績で３０９億円余りの経費削減、１，９４３人の職員の削減を行ってきたものでございます。これに続く、区の行財政改革計画が「板橋経営革新計画」となるものでございます。

　次に、経営革新の必要性ということがうたわれていますけれども、①で社会の流れの中では、地方分権の流れですとか、区民参加と協働のまちづくりの中流れといったものをしっかりと押さえていく必要がある。

　最後のところになりますけれども、区が基礎自治体として実行すべき施策は、自らの責任と判断で選択する必要があり、「議論する組織」の確保が必要だといったところが認識されております。

　それから、効果的な計画・目標を設定した、長期的視点に立った行財政運営の必要性が述べられています。

　それから、③番目に、公益法人制度改革への対応が必要である。

　このような社会の情勢の変化というものに対応して、新計画を進めていくといった内容となっています。

　（２）ですけれども、経営革新計画の基本理念、基本目標、それから改革の方向性というのが併記されています。

　３ページ目の下のところが、一部まとめてありますので、基本理念「～めざす姿～」としては、行財政経営の質を高め、区民本位による区政の実現。

　それから、基本目標「～到達点～」としては、３つあります。

　Ⅰ「もてなしの心」で区民本位の区政の実現。

　Ⅱ「未来への責任」を果たす健全な行財政運営。

　Ⅲ「高い使命感」で挑戦する人と組織づくり

　そのための方向性としては、ア、区行政経営全体の質の向上への取り組み、イ、内部管理業務の見直し、ウ、事務事業の効率化と資源の有効活用の取り組みといった形での体系化が図られています。

　次に、４ページをお開きください。

　この計画を策定するに当たって、区では、政策委員を中心としてですけれども、板橋区経営革新諮問会議というものを中心にして、そこから答申をいただき、できる限りそれを組み込んだ形で経営革新計画を策定したというものでございます。

　計画の性格ですけれども、今の「経営刷新計画」を継承するとともに、「いたばしＮｏ．１実現プラン改革編」の組織風土改革の取り組みを強化しつつ、新たな課題に対応可能な計画としたというものでございます。

　計画の期間は、先ほどの「Ｎｏ．１実現プラン」と同じように、平成２３年度を初年度として、平成２７年度までの５年間を対象としているものでございます。

　それから、計画の構成ですけれども、先ほどの３つの方向性に従って、７２の項目が挙げられております。後ほど、簡単に教育委員会関係のところは説明をさせていただきたいと思います。

　それから、５ページの経営革新の指標ですけれども、３番の（１）財政健全化の指標ということで、人件費比率２５％、公債費比率８％。この目標は既に達成をしているということで、現状維持をするとともに改善に努めるというところです。

　それから、経常収支比率については、平成２２年度予算では８９．７％ですけれども、一般的に適正な水準といわれている７０％から８０％を目指すというものです。

　それから、区民意識意向調査における指標ということで、区民満足度調査の中で、「①日ごろの行政サービスについて、税金に見合ったサービスが受けられているか」、それから「②板橋区職員が備えるべき能力・資質について」という項目を定めて、常にその向上を目指していくといったことになっています。

　それから、（３）番目の財政効果額ですけれども、まず、３つのものにつきまして、３年間トータルで２億８，６００万円を見込んでおります。

　それから６ページの上で、職員削減数がありまして、これも３年間の合計で、正規職員が１４０名削減を見込んでいる。

　再任用職員の活用も図りますので、この３年間では再任用職員は１２名増えるということになりますけれども、職員全体とすれば、減らしていくといった方向性が打ち出されています。

　４、財政の見通しは、先ほど「Ｎｏ．１実現プラン」で示した財政見通しと同じでございます。

　それ以降は、先ほどの３つの方向性に従った事業が載せられているものでございまして、先ほど、全体で７２の事業・項目があるといったことの簡単な内訳となっています。

　最後のページに、文教児童委員会、教育委員会絡みの項目が並べてありまして、この経営革新計画上、あげられている項目とすれば、３の（１）公共サービスの民間開放による区民サービスの向上を図るといった題目の中に、図書館業務の見直し、学校給食調理業務の委託化、学校用務の委託化、「あいキッズ」運営の委託化というものが含まれています。

　それから社会経済情勢の変化に合わせて、公共施設のあり方を見直しますといったものの中には、小・中学校の適正配置、向原教員住宅の廃止があげられています。

　それから、事業の目的及び効果を検証し、事業の整理・統合・廃止を進めますといった中には、大学公開講座の見直しといったものが含まれています。

　これも、冊子がありまして、見ていただきたいと思いますけれども、行財政の改革計画ですので、お金の削減とか人の削減といったことが表上は目に残ります。

　例えば、これの５０ページをお開きください。

　項目４９番目に、学校給食調理業務の委託化がありますけれども、平成２３年度から平成２５年度に向けて、委託校を、ここでいうと５校計上していて、効果額としては３４百万減、１，１００万円から１，２００万円見込んでいる。

　それから、正規職員については２１名の減ということを見込んでいる。

　それから、平成２６年、平成２７年に向けては、平成２７年度までにさらに４校の委託化を進めますという形での計画が上げられているということでございます。

　同じように、それぞれの事業について、民間開放の視点ですとか、公共施設のあり方の視点ですとか、事業の整理・統合の視点から、それぞれの改革をどう進めるかということについてまとめられているものでございます。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

教育長　　向原教職員住宅を、来年度で廃止する予定ということなんですけれども、その跡をどういう形にしていくのかということもある程度考えておかないと、議会の中で「保育園にしろ」だの何だのという要望が一定出始めているようなので、その辺を含めて明確にしておく必要があると思うのですけれども、１回、教育委員会の方でも論議をしていければいいかと思います。

庶務課長　　この教職員住宅については、つくられたのが昭和４０年代で大変古い。建物そのものは大変強固で、耐震上も問題ないという結果が出ていますけれども、配管ですとか共有部分が大変傷んでいて、もう全面的に変えて、手を入れなければ、今後使えないだろうという状況になっています。

　そこに手を入れるのに合わせてというか、そのタイミングを見て、この教職員住宅についてはクローズしてしまおうと考えているところでございますけれども、経費の計上とすれば、取り壊しの経費はまだありませんので、その後の利用の計画については、どう考えるかということについて、近々にやろうかなと思っています。

　場所は、向原中学校の敷地に隣接するような形でありますので、何か教育上使えるにこしたことはありませんけれども、ちょっと使い勝手が、体育館の裏側にあるような形になりますので。

教育長　　耐震調査は終わったんですか。それで、大丈夫という結果になったんですね。

庶務課長　　はい、構造上は大丈夫ということになりました。

本山委員　　今、入っていらっしゃる先生はいないんですか。

庶務課長　　まだ、います。最初にお話をさせていただいたのは、今年度でどうだろうかということでお話をさせていただいたのですけれども、それに向けて多くの先生方はもう出ていて、現状、３名になっています。

　ただ、「今年度末はちょっと待ってください。来年度に少し入ったら出ます」という方もいらっしゃいますので、それは最大限やらさせていただいて、来年度をもって閉鎖をしたいと考えています。

　入ったときの契約というか、取り決めは２年更新といっていますので、その時期もありまして。

次長　　基本的に地方から出てきた方が、単身で普通のアパートを設定できるまでの間、そういう住宅で安定してやるということとか、各世帯でもそんな形で、結婚して安定して出ていく。

　建物自身はちゃんとしているんですけれども、配管がどうしようもないので、逆に配管をいじるというと建物の壁を全部つぶしてしまわないといけないということになってしまいますので、非常に厳しい状況にあります。

　昔みたいに外づけならいいのですが、中に配管が全部入っていまして、最後のところの下水管にいくところまで全部やらなくてはいけないということで、建物として、物はあるんだけれども、なかなか使えないので。

　また、そんなに部屋自身が広いものではございませんから、今の中では、もう少しいいようなところに出ていっていただくしかないのかなというところです。

委　員　長　　よろしいでしょうか。

　給食が、要するに、４の委託で人件費が削減できるということだけ述べられておりますけれども、実際には、削減した分、今度は逆に委託費が出てくる場合もあるし、逆に委託することによってほかのメリットも色々あるかとは思うので、その点が、ある程度、示されていた方が分かりやすいかなという気もいたしました。

○報告事項

３．教育懇談会（中学校ＰＴＡ）実施報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料庶－１）（庶務課）

委　員　長　　では、報告３に移らせていただきます。「教育懇談会（中学校ＰＴＡ）実施報告」について、庶務課長より報告願います。

庶務課長　　昨年１１月に開催しました教育懇談会は中学校のＰＴＡの皆さんと行ったものでございますけれども、それについての記録をつくりましたので、ちょっと遅れてしまいましたけれども、皆さんに報告をさせていただきたいと思ってございます。

　当日は、「子どものモチベーションをあげるには」といったようなテーマで、皆さんに討議をしていただいた上で、それを発表していただいたといった内容でございました。

　以下は、後ほど、ご覧いただければと思います。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　当日は、中学校の保護者の皆さんから、大変活発な意見を伺うことができました。あとの報告は、これを読んでいただくということで、よろしいでしょうか。

（異議なし）

○報告事項

４．滞納給食費に関する債務者との和解について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料学－１）（学務課）

委　員　長　　次に、報告４「滞納給食費に関する債務者との和解について」、学務課長から説明願います。

学務課長　　それでは、資料学－１をご覧いただきたいと思います。

　資料の件名が違って申しわけございませんが、内容としましては、学校給食費の分割納付に係る和解の決定という内容でございます。

　和解の内容といたしましては、平成２２年１２月２７日に６万７，９５０円を国に対して納入し、本年１月から４月まで、毎月末日までに１万円ずつ、今年５月３１日をもって１万１，８００円を支払うというものでございます。

　支払督促等の訴訟費用につきましては、それぞれの負担ということで和解をするということでございます。

　経緯でございますけれども、相手方につきましては、去る８月の給食費の滞納者への支払督促を行った３件のうちの１件の方でございます。

　その当時は９万６７０円の滞納額ということで、支払督促を簡易裁判所に申し立てたものでございます。これに対して、相手方は、この申し立てに係る請求金額に対しまして、分割での支払いを求めてまいりました。

　この求めたということが、支払督促に対する適法な異議の申し立てということと見なされまして、これによりまして、この支払督促は通常訴訟に移行いたしました。この、内容につきましては、昨年１１月２６日の本委員会で報告しているところでございます。また、そのために区長において訴えを起こすということでの専決処分をし、区議会にも１２月６日に報告をしているところでございました。

　この間、通常訴訟に至るまで、今年度の学校給食費も新たに２万６，５８０円が滞納となっているという状況のもとで、区といたしまして、平成２２年１１月２６日付で、それを合算した合計１１万９，７５０円を滞納額とする訴えの変更を同東京簡易裁判所へ申し立てたところでございます。

　１１月２６日、同日、第１回の口頭弁論が開かれまして、話し合いを行ったところ、裁判所の方から、和解に変わる決定文が送達されました。

　その内容が１の内容でございますけれども、その後、２週間の中で、相手方から異議申し立てがなかったということで、１２月１７日に和解の効力が生じることとなったものでございます。

　未納額につきましては、先ほどの合算分も含めまして１１万９，７５０円ということで、これには支払督促の手数料の２，５００円も含まれているものでございます。区長において、専決処分を行いましたのが１２月４日ということに相成ったものでございます。

　なお、８月のときに３件行った支払督促でございますけれども、１件は、支払督促の通知に基づきまして全額納付していただいてございます。もう１件の方は、この本件の方でございます。最後の３件目の方は、現在に至っても何の応答もないということで、今後、強制執行の手続に入っていきたいと考えているところでございます。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　支払は順調に進んでいるのですか。

学務課長　　この和解のとおり、１２月２７日に６万７，９５０円を区役所の方にお持ちいただきまして、１月末日に１万円をまた私どもの方へお持ちいただいている状況でございます。

　これが滞りますと、ただちに強制執行という形になりますので、保護者の方も適切に行っていただいている状況でございます。

委　員　長　　同時に、今の平成２３年１月分の給食費もきちんとされている。

学務課長　　それについては、学校の方に入っているという連絡を受けてございます。

本山委員　　もう一方の何の音さたもないという方は、もう卒業してしまっているんですか。

学務課長　　現在、在学中でございます。

本山委員　　在学中ですか。何の連絡もしてこないという。この間、テレビドラマで、学校給食費を払っていないからと肩身の狭い思いをしている子供の話をやっていまして、板橋区では、払っているとか払っていないとかは子供たちには分からないようにしてくださっているとは思うのですけれども、その辺のところは大丈夫なんでしょうね。

学務課長　　板橋区では、納めている、納めていないにかかわらず、給食を提供しているところでございます。万一、そういったことが子供たちの間で伝わった場合には、何らかのリアクションといいましょうか、いじめ等につながりかねないということですから、そういった情報については、子供たちには当然触れさせませんし、私ども、あるいは学校が直接保護者とのやりとりを行っているという状況でございますので、まずもって、今の段階ではそういった事例も報告がございませんし、今後も、そういう対応をとり続けていきたいと考えているところでございます。

教育長　　１件、音さたが全くないという方に関しては、まだ通学している状況ですよね。

　その保護者は、今は毎月払っているんですか。

学務課長　　その保護者のお子さまについては、毎日学校に通われてございます。また、この方の各費用の支払状況でございますけれども、学校に確認したところ、教材費の方はお支払いただいている状況でございます。給食費については、現在もなお、納めていただけていないという状況でございます。

　また、こちらからの郵送物については何の反応も示してございませんし、保護者会、個別面談等で担任との話はなさるようでございますけれども、その後、給食費の件ということで校長室等にご案内しようとすると、その段階でお帰りになってしまうという状況も、合わせて聞いているところでございます。

委　員　長　　特に、経済的な問題で就学援助を受けているとかそういうお子さんではなくて、特に、給食費を払わないという理由も分からないのでしょうか。

学務課長　　就学援助の関係では、入学以来、適用はなされておりません。また、そこら辺のご事情も加減したいところでございますけれども、私どもの通信に対してはなしのつぶてでございますので、状況としては今把握してはございません。

委　員　長　　そうしますと、やはり、法的な処置で対応していかざるを得ないということになるのではないかと思います。

○報告事項

５．インフルエンザに伴う臨時休業措置状況について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料学－２）（学務課）

委　員　長　　では、報告５「インフルエンザに伴う臨時休業措置状況について」、学務課長から報告願います。

学務課長　続きまして、資料学－２をご覧いただきたいと思います。

　昨日時点までの、今年度のインフルエンザによる臨時休業の措置報告でございます。

　昨日までナンバーが振ってございますけれども、Ｎｏ．１が、初発が１１月２９日の新河岸幼稚園でございました。それ以降、昨日まで、３７件の報告がきているところでございます。

　報告月日順に並べているものでございまして、多いときでは、１月２４日の８件というときもございましたが、今、裏面の方の現状の方でありますと、日に１件ないし２件程度の報告が来るという状況でございます。

　今日はまだちょっと取りまとめてございませんが、昨日の段階で、今日まで学級閉鎖をするというところが４校ございました。板橋につきましては、余り流行がなされていないという状況がございます。

　ちょっと資料から離れますけれども、東京都では、２月２日にインフルエンザの流行警報発令を出しました。これは、東京都全体の定点観測の中で、保健所の管内人口の合計が東京都全体の３０％を超えた場合ということで、１カ所３０人以上が受診等にかかっているという形の状況を指すものでございまして、東京都内には３１保健所があるそうでございますけれども、その中で１５保健所の管轄の中で警報状態にあると疑われてございます。

　板橋区の周辺区では、練馬区、豊島区が２８人から３０人以上の発生率となってございますが、板橋については１２ないし１４人ということで比較的落ち着いているという状況でございました。

　落ち着いているのは、あと都心区の千代田、中央、港、あるいは城南の品川、目黒、渋谷、新宿、台東、墨田ということでございます。

　他の区については、２６人とか２８人、３０人とかという形で流行しているような状況でございます。

　なお、昨年度の新型インフルエンザの流行のときは、流行のピークが大体１１月から１２月ぐらいでございましたが、今年度は、ちょうど今の時点が流行のピークにかかっているということでございます。

　また、今シーズンの新型と季節性の割合ですが、新型が大体５７％、季節性のＡ型が４０％、Ｂ型が３％という状況でございます。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

よろしいでしょうか。板橋は少ないということでしたので、とりあえず結構かと思います。

○報告事項

６．人事情報（２２年１月分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－１）

７．平成２３年度指導室等事業予定（案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－２）

８．中学生審議会終了報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指導室）

委　員　長　　次に、報告６「人事情報（２２年１月分）」について、それから報告７「平成２３年度指導室等事業予定（案）」について、報告８「中学生審議会終了報告」、指導室長から報告願います。

指導室長　　それでは、お手元の資料指－１をご覧ください。

　１月末の教職員数ですけれども、括弧の休職者などを含めまして、総勢１，８０９人であり、１２月末から３名減少いたしました。

　動きの内訳といたしましては、退職が４名でございます。成増小学校校長の勧奨退職、若木小学校の期限付、中台小学校、さらには赤塚新町の栄養士といったような普通退職が入っております。あと、転入１名で、差引３名減となります。

　それから、休職者ですが、全体としては７８名で４名増えております。

　内訳としましては、病気休職に入った者が２名、育児休業に入った者が１名、それから在外派遣前研修ということで１名入って、４名ということでございます。

　裏面ですけれども、非常勤職員につきましては、学習指導講師が欠員だったものが２名採用できました関係で２名増加ということでございます。

　以上です。

　続きまして、来年度の指導室関係の事業でございますが、細かいところは見ていただきたいのですけれども、まず、４月に入りまして、４月１９日に全国学力・学習状況調査の抽出の調査がございます。そして、板橋のフィードバック学習ふりかえり調査は、同じく、４月２５日に予定してございます。

　それから、６月２０日月曜日に教員研修会予定日と入れてありますが、実は、これは、来年度から、中堅教員の育成とともに、服務事故やあるいは指導力不足等が非常に多くなっている４０代、５０代を対象にした新しい研修を、４０歳、５０歳を対象にしたエキスパート研修というものを開始したいと思っております。

　それから飛びますが、１０月からなんですが、１０月１４日を皮切りに、各金曜日あるいは土曜日と研究奨励の発表会と周年がかなり入っておりまして、教育委員の皆様にはぜひともお時間をつくっていただきまして、ご出席いただければと思います。

　特に、研究奨励につきましては、来年度は７校だと思いますけれども予定しております。お顔をお出しいただければと思っております。

　最後ですけれども、１月２３日をご覧いただきたいと思います。

　これからお話しします中学生審議会、教育委員の皆様に入っていただきながらの中学生との懇談会なのですが、これまで土曜日に行っていたのですが、学校側の要望として平日の開会ということでございましたので、皆様のご承認を得て、２３日月曜日に中学生審議会３回目がございますので、ご予定していただければと思っております。

　そして、３つ目としまして、中学生審議会、ありがとうございました。１月２２日に、教育委員並びに事務局の方から出席したものです。

　中学生との話し合いの中で、いじめについての話し合いということで、「今日も鳴ってる心のサイレン」というスローガンのもとに、では一体どういうことを各学校ごとに行っていこうかということで、子供たち、それから皆様とお話しいただきまして、いじめ撲滅月間をつくろうということになりました。

　これについては、中学生の会ではありますけれども、小学校にもこういった思いを伝えながら小中連携を図っていこうという子供たちの意見も聞かれたところでございます。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　中学生審議会のいじめ撲滅月間を各校で設けるということで、そこで何をするかが問題ではないかと思っております。

　よろしいでしょうか。

　では、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。

教育長　　お手元に、今回の「３５人学級にかかわる法律の一部を改正する法律案概要」という裏表の資料があると思います。

　これは全国の事務局の方から送られてきたものです。小学校１年生の３５人学級については閣議で決定をしたということですけれども、最終的にはこの法律案が通って、できるという形になります。それの法律案の概要です。

　後でお読みいただければいいんですけれども、２点、改正内容がありまして、１つは３５人以下学級の推進ということで、小学校１年生３５人。これは、平成２３年４月１日から施行ということになってます。

　それから、２点目が、市町村が地域や学校の実情に応じ、柔軟に学級を編制するような仕組みの構築ということで、今までは、学級規模の基準を都道府県が決めていまして、区市町村の教育委員会は従うべきとされていましたけれども、その辺の拘束性を緩めまして、標準として、これを基準とするということのようです。

　今までは、都道府県の教育委員会の評議で同意が必要だったのが、事後届出という制度にするということの内容です。

　ただし、これに関しては、平成２４年４月１日ということなので、今年の４月からかなと思っていたんですけれども、１年遅れて施行という予定のようです。

　ただ、事後承諾といいましても、では「クラスを増やしました。人をくれますか」という辺の話は、東京都教育委員会がどういう態度に出るかということに関してまだはっきりしていませんので、今後、その辺は都の方から指示が出てくると思っています。

　４月１日から予定されています１年生の３５人以下学級に伴って、教員をどう配置するかというところで、国の方も、一部、加配でついている教員をクラス担任にするという利用をするんですけれども、東京都の方もその辺をどうするかというところがまだ出てきていないんです。

　ですので、もう、そろそろ来年度体制を決めなくてはいけないんですけれども、学校の方はその辺ができずに困っているという状況がありますので、明日、教育長会がありますから、また東京都の方にその辺の要望を出しておきたいと思っています。

　以上です。

委　員　長　　この件に関して、質疑、意見等がございますでしょうか。

本山委員　　先日の教育委員会でも言ったんですけれども、３５人以下になると、下は１８人ということ、３６人だと、１８人学級を２つつくるということなんでしょうか。

教育長　　その辺のところは、まだ詳細が出ていないので分からないんです。今後になると思いますけれども、多分、今のところでは、２０程度。

学務課長　　中教審の方では２０人を下回るような編制はしないという方向性も出ていますので、３６人の場合に２つに分けるかどうかはまたちょっと微妙なところだと思います。

指導室長　　昨年度、東京都教育委員会の方も１年生を３９人としたんですが、その際、２０人は下回らないという方向性は出していますが、これから国と都との折衝になってくるのではないかと思うのですけれども。

今井委員　　それを、なぜ３５人学級というのかな。３クラス以上の場合。

学務課長　　そうですね。

委　員　長　　ほかに追加報告事項がなければ、以上をもちまして、本日の教育委員会は終了いたします。傍聴の方は、退席願います。

　なお、これから教育委員と事務局事務打ち合せ会を行いますので、委員と職員の方はお残りください。

午前１１時５０分　閉会
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